
こども性暴力防止法に関する主な論点（施行に向けて整理が必要な事項①）

①制度対象
・対象事業・職種の範囲・規模
（家庭教師、サマースクール、ベビーシッターマッチングサイト等の取扱いなどを含む）

・特定性犯罪の範囲等（対象となる都道府県条例の範囲、条例の改廃の把握プロセス 等）

②認定
・認定申請・審査等のフロー

 ・事業者からの申請の具体的なフロー（申請書記載事項や提出書類を含む） ・国における審査・通知・公表の具体的なフロー

・認定基準 ・児童対象性暴力等対処規程のイメージ ・標準処理期間

・認定等の表示が可能な広告等の範囲、表示できる内容（認定マーク）、表示方法 等

・その他（手数料の額や具体的な納付方法、システム、執行体制 等）

③安全確保措置
・早期把握、相談、調査、保護・支援、研修の内容

・措置の具体的な内容・方法 ・認定基準（早期把握、相談、調査、保護・支援、研修関係）

・留意点（発達段階や事業者規模等に応じた対応、関係機関との連携、教員性暴力等防止法の指針等との関係、責任の明確化や第三者性の確保等）

・事業者支援のあり方 等

・防止措置の内容
・措置の具体的な内容・方法 ・認定基準（防止措置関係）

・留意点（児童対象性暴力等の「おそれ」の考え方、判断プロセス、労働法制等との関係等） ・労働紛争時の相談先 等
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こども性暴力防止法に関する主な論点（施行に向けて整理が必要な事項②）

④犯罪事実確認
・犯罪事実確認書の申請・交付等のフロー

・事業者からの申請の具体的なフロー（申請書記載事項、提出書類を含む） ・従事者からの書類提出の具体的なフロー

・国（こども家庭庁・法務省）における確認・交付のフロー（犯罪事実確認書の様式を含む） ・標準処理期間

・施行時現職者等の確認期限、確認申請の平準化 ・いとまがない場合の考え方、いとまがない場合にとる措置の内容

・対象者に応じた留意点（対象従事者が派遣、請負、ボランティア、外国人等の場合） 等

・訂正請求の受付・通知フロー（本人通知の方法を含む）
・その他（教員・保育士DBとの連携・補完、内定辞退者の偏見防止、システム、執行体制 等）

⑤情報適正管理措置
・情報適正管理措置の内容（措置の具体的な内容・方法、認定基準（情報適正管理関係）、

犯罪事実確認記録等の廃棄及び消去の具体的な方法、留意点（個人情報保護法との関係等） 等）

⑥監督
・監督・監督対応のフロ―

・犯罪事実確認・犯歴情報管理に関する定期報告の内容、具体的なフロー ・国・所轄庁（自治体等）による監督への事業者の対応

・国による監督の具体的なフロー（定期報告や内部通報等への対応、命令や認定取消基準等）

・所轄庁による監督の具体的なフロー（監督方法、頻度、国との情報共有等） 等

・システム ・執行体制 等

⑦その他
・事業者間の役割分担の詳細（県費負担教職員、指定管理、運営委託の場合） ・施行期日 等

2



こども性暴力防止法に関する主な論点（中長期的な検討事項、あわせて取り組むべき事項）

【中長期的な検討事項】
・対象事業、職種の範囲
（個人・小規模民間事業者の取扱い（民間教育事業の期間要件の在り方を含む）、医療機関の取扱い 等）

・特定性犯罪の範囲
（確認対象となる期間の範囲（再犯期間、累犯・余罪の状況や、医学的知見の考慮を含む）、
確認対象となる事実の範囲（下着窃盗、ストーカー、不起訴（示談等）、懲戒等） 等）

・告発・通報の在り方 ・犯罪事実確認の交付の仕組みの在り方 等

【あわせて取り組むべき事項】
・こどもに対する性犯罪・性暴力対策の総合的な取組
（ワンストップ支援センターや警察等の支援体制の充実、トラウマケアの充実を含む）

・教員、保育士等の養成段階におけるこどもに対する性暴力を防止するための教育の充実
・学校における「生命（いのち）の安全教育」等の児童生徒への指導の充実
・性犯罪の捜査及び立証時の誤った事実認定の防止
・性犯罪の加害者、性嗜好障害の治療等のデータの蓄積など、科学的根拠の構築に必要な調査研究の実施
・性犯罪の累犯性、余罪の状況などの特性や小児性愛を含む性嗜好障害の実態に関する調査研究の実施
・性嗜好障害等の治療や支援の環境整備
・加害者の改善更生及び社会復帰を支援するための加害者更生プログラムの充実
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